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10．授業料の納入 

授業料の納入については、事故防止、納入の利便性を図る等の理由から、公共料金等の自動振

替と同じように、本学指定の銀行の口座（学生本人又は保護者の名義）から引き落としを行い、

大学に納入する「口座振替」を採用している。授業料の「口座振替」の手続きが済んでいない場

合は、下記 URL より、速やかに手続きをすること。 

口座振替手続き URL：https://www.yamagata-u.ac.jp/jp/life/fee/fee/registration/ 
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Ⅷ 教育職員免許状取得のための履修要領 

１．教育職員免許状の種類及び教科について 

理学部の所定の単位を修得し、卒業した者は、第１表に示す教育職員免許状（以下「免許状」

という。）の授与を申請することができる。 
 

第１表 免許状の種類・教科 
学 科 種 類 教 科 

 

理 学 科 中 学校教諭  一種免許  状 

高等学校教諭一種免許状 数学又は理科 

 

２．基礎資格及び最低修得単位表について 

 免許状を取得するために必要な基礎資格及び最低単位数は第２表のとおりである。 

なお、第２表の「大学において修得することを必要とする最低単位数」については「５．『教

科又は教科の指導法に関する科目』の修得について」、「６．『教育の基礎的理解に関する科

目等』の修得について」「７．『大学が独自に設定する科目』の修得について」で確認すること。 
 

第２表 基礎資格及び最低修得単位表 
所  要 
資  格 

免許状 
の種類 

基    礎 
資    格 

大学において修得することを 
必 要 と す る 最 低 単 位 数 

教科及び教科の 

指導法に関する科目 

教育の基礎的理解に

関する科目等（※） 
大学が独自に 
設定する科目 

中学校教諭一種免許状 
（数学・理科） 学士の学位を 

有すること 

２８
 

３１
 

 

高等学校教諭一種免許状 
（数学・理科） 

２４
 

２７
 

 ８
 

（※）「教育の基礎的理解に関する科目」、「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、
教育相談等に関する科目」、「教育実習」、「教職実践演習」 

 

３．教育職員免許法施行規則第６６条の６において定める科目について 

免許状を取得するために必要な教育職員免許法施行規則第６６条の６において定める科目の本

学授業科目及び必要単位数は第３表のとおりである。 

 

第３表 教育職員免許法施行規則第６６条の６において定める科目 
 

免許法施行規則に定める科目 左記に該当する本学授業科目 
必 要 

単位数 

日 本 国 憲 法 
 

基盤共通教育科目の「日本国憲法」 ２ 

体 育 

基盤共通教育科目の「健康・スポーツ科学」及び「スポーツ 

実技」､又は「スポーツセミナー」の授業科目 

（「健康・スポーツ科学」の授業科目のみ、｢スポーツ実技」 

の授業科目のみの修得では要件を満たさない。） 

２ 

外国語コミュニケーション 基盤共通教育科目の「コミュニカティブ英語」 ２ 

情 報 機 器 の 操 作 基盤共通教育科目の「情報処理」 ２ 

 

４．介護等の体験について 

中学校（数学・理科）の免許状を取得するには、介護等の体験（７日間）を行う必要がある。

介護等の体験に関するオリエンテーションや必要な手続き等については、その都度、掲示により

周知するので、十分注意すること。 

介護等の体験を終了した場合は、「介護等体験（含事前指導）」として２単位を修得できる。た

だし、この単位は教員免許状取得のための「教科又は教科の指導法に関する科目」、｢教育の基礎

的理解に関する科目等」又は「大学が独自に設定する科目」の単位数、及び卒業要件の単位数に

含めることはできない。 
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Ⅷ 教育職員免許状取得のための履修要領 

１．教育職員免許状の種類及び教科について 

理学部の所定の単位を修得し、卒業した者は、第１表に示す教育職員免許状（以下「免許状」

という。）の授与を申請することができる。 
 

第１表 免許状の種類・教科 
学 科 種 類 教 科 

 

理 学 科 中 学校教諭  一種免許  状 

高等学校教諭一種免許状 数学又は理科 

 

２．基礎資格及び最低修得単位表について 

 免許状を取得するために必要な基礎資格及び最低単位数は第２表のとおりである。 

なお、第２表の「大学において修得することを必要とする最低単位数」については「５．『教

科又は教科の指導法に関する科目』の修得について」、「６．『教育の基礎的理解に関する科

目等』の修得について」「７．『大学が独自に設定する科目』の修得について」で確認すること。 
 

第２表 基礎資格及び最低修得単位表 
所  要 
資  格 

免許状 
の種類 

基    礎 
資    格 

大学において修得することを 
必 要 と す る 最 低 単 位 数 

教科及び教科の 

指導法に関する科目 

教育の基礎的理解に

関する科目等（※） 
大学が独自に 
設定する科目 

中学校教諭一種免許状 
（数学・理科） 学士の学位を 

有すること 

２８
 

３１
 

 

高等学校教諭一種免許状 
（数学・理科） 

２４
 

２７
 

 ８
 

（※）「教育の基礎的理解に関する科目」、「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、
教育相談等に関する科目」、「教育実習」、「教職実践演習」 

 

３．教育職員免許法施行規則第６６条の６において定める科目について 

免許状を取得するために必要な教育職員免許法施行規則第６６条の６において定める科目の本

学授業科目及び必要単位数は第３表のとおりである。 

 

第３表 教育職員免許法施行規則第６６条の６において定める科目 
 

免許法施行規則に定める科目 左記に該当する本学授業科目 
必 要 

単位数 

日 本 国 憲 法 
 

基盤共通教育科目の「日本国憲法」 ２ 

体 育 

基盤共通教育科目の「健康・スポーツ科学」及び「スポーツ 

実技」､又は「スポーツセミナー」の授業科目 

（「健康・スポーツ科学」の授業科目のみ、｢スポーツ実技」 

の授業科目のみの修得では要件を満たさない。） 

２ 

外国語コミュニケーション 基盤共通教育科目の「コミュニカティブ英語」 ２ 

情 報 機 器 の 操 作 基盤共通教育科目の「情報処理」 ２ 

 

４．介護等の体験について 

中学校（数学・理科）の免許状を取得するには、介護等の体験（７日間）を行う必要がある。

介護等の体験に関するオリエンテーションや必要な手続き等については、その都度、掲示により

周知するので、十分注意すること。 

介護等の体験を終了した場合は、「介護等体験（含事前指導）」として２単位を修得できる。た

だし、この単位は教員免許状取得のための「教科又は教科の指導法に関する科目」、｢教育の基礎

的理解に関する科目等」又は「大学が独自に設定する科目」の単位数、及び卒業要件の単位数に

含めることはできない。 
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５．「教科及び教科の指導法に関する科目」の修得について 

第２表の「大学において修得することを必要とする最低単位数」の「教科及び教科の指導法に関

する科目」の単位は、中学校または高等学校の免許状ごとに各免許教科の種類に応じた必修科目と

その単位数が次の第４表及び第５表のように定められている。 

 

第４表 数学の免許 

教科及び教科の指

導法に関する科目 
本学部開講科目 

単位

数 
開講 
年次 

最低修得単位数 
（中学校） 

最低修得単位数 
（高等学校） 

代 数 学  

線形代数 
線形代数演習 

◎代数入門 
 代数学Ａ 
 代数学Ｂ 
 代数学Ｃ 
 代数学Ｄ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 

１以上 

計２０ 

１以上 

計２０ 

幾 何 学  

◎集合と位相Ⅰ 
◎集合と位相Ⅱ 
集合と位相演習 
幾何学Ａ 
幾何学Ｂ 
幾何学Ｃ 
幾何学Ｄ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 

１以上 １以上 

解 析 学  

◎微分積分Ⅰ 
◎微分積分Ⅱ 
 微分積分演習 
 解析学Ａ 
解析学Ｂ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２ 
３ 
３ 

１以上 １以上 

「確率論・統計学」 
◎数理統計入門 
 確率論Ａ 
確率論Ｂ 

２ 
２ 
２ 

２ 
３ 
３ 

１以上 １以上 

コンピュータ 

◎プログラミング 
計算数学Ａ 
計算数学Ｂ 
コンピュータアーキテクチャ 
データ構造とアルゴリズム 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
３ 
３ 
２ 
３ 

１以上 １以上 

各教科の指導法 
（情報機器及び教材

の活用を含む。） 

◎数学科教育法 ２ ２ ２以上 

計８ 

２以上 

計４ 
○数学の教材分析Ａ ２ ２ ２以上 

２以上 ○数学の教材分析Ｂ ２ ３ ２以上 

○数学科実践演習 ２ ３ ２以上 
１）◎印の講義科目は、必修科目となっているため、全て修得する必要がある。 
２）○印の科目は、中学校免許と高等学校免許で最低修得単位数の内訳が異なるため注意する 
  こと。
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第５表 理科の免許 

教科及び教科の 
指導法に関する科目 

本学部開講科目 
単位

数 
開講 
年次 

最低修得単位数 
（中学校） 

最低修得単位数 
（高等学校） 

物 理 学  

◎物理学概論 
 力学演習Ⅰ 
電磁気学演習Ⅰ 

 電磁気学演習Ⅱ 
 量子力学演習Ⅰ 
 量子力学演習Ⅱ 
 熱・統計力学演習 
力学Ⅰ 
力学Ⅱ 
電磁気学Ⅰ 
電磁気学Ⅱ 
熱・統計力学Ⅰ 
物理数学 
放射線物理学 

１

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２

２

２

３ 
３

２ 
２

２ 
２ 
３ 
３

３ 

１以上 

計２０ 

１以上 

計２０ 

化 学 

◎基礎元素化学 
基礎分析化学 
基礎生物化学 

 無機化学Ⅰ 
 有機化学Ⅰ 
 物理化学Ⅰ 
 分析化学Ⅰ 
 生物化学Ⅰ 
物理化学演習 
無機化学演習 
分析化学演習 
有機化学演習 
生物化学演習 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 

１以上 １以上 

生 物 学  

◎基礎生物学 
細胞生物学Ⅰ 
遺伝学Ⅰ 
進化学Ⅰ 
生態学Ⅰ 
系統分類学 
植物生理学 
発生生物学 
細胞生物学Ⅱ 
遺伝学Ⅱ 
生態学Ⅱ 
進化学Ⅱ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
２ 
２ 
２ 
２ 

１以上 １以上 

地 学 

◎地球史科学Ⅰ 
地球物質科学Ⅰ 
物質循環科学Ⅰ 
物質循環科学Ⅱ 
固体地球科学Ⅰ 
地球物質科学Ⅱ 
地球史科学Ⅲ 
地球史科学Ⅳ 
地球物質科学Ⅲ 
地球物質科学Ⅳ 
固体地球科学Ⅲ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 

１以上 １以上 
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５．「教科及び教科の指導法に関する科目」の修得について 

第２表の「大学において修得することを必要とする最低単位数」の「教科及び教科の指導法に関

する科目」の単位は、中学校または高等学校の免許状ごとに各免許教科の種類に応じた必修科目と

その単位数が次の第４表及び第５表のように定められている。 

 

第４表 数学の免許 

教科及び教科の指

導法に関する科目 
本学部開講科目 

単位

数 
開講 
年次 

最低修得単位数 
（中学校） 

最低修得単位数 
（高等学校） 

代 数 学  

線形代数 
線形代数演習 

◎代数入門 
 代数学Ａ 
 代数学Ｂ 
 代数学Ｃ 
 代数学Ｄ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 

１以上 

計２０ 

１以上 

計２０ 

幾 何 学  

◎集合と位相Ⅰ 
◎集合と位相Ⅱ 

集合と位相演習 
幾何学Ａ 
幾何学Ｂ 
幾何学Ｃ 
幾何学Ｄ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 

１以上 １以上 

解 析 学  

◎微分積分Ⅰ 
◎微分積分Ⅱ 
 微分積分演習 
 解析学Ａ 
解析学Ｂ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２ 
３ 
３ 

１以上 １以上 

「確率論・統計学」 
◎数理統計入門 
 確率論Ａ 

確率論Ｂ 

２ 
２ 
２ 

２ 
３ 
３ 

１以上 １以上 

コンピュータ 

◎プログラミング 
計算数学Ａ 
計算数学Ｂ 
コンピュータアーキテクチャ 
データ構造とアルゴリズム 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
３ 
３ 
２ 
３ 

１以上 １以上 

各教科の指導法 
（情報機器及び教材

の活用を含む。） 

◎数学科教育法 ２ ２ ２以上 

計８ 

２以上 

計４ 
○数学の教材分析Ａ ２ ２ ２以上 

２以上 ○数学の教材分析Ｂ ２ ３ ２以上 

○数学科実践演習 ２ ３ ２以上 
１）◎印の講義科目は、必修科目となっているため、全て修得する必要がある。 
２）○印の科目は、中学校免許と高等学校免許で最低修得単位数の内訳が異なるため注意する 
  こと。
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第５表 理科の免許 

教科及び教科の 
指導法に関する科目 

本学部開講科目 
単位

数 
開講 
年次 

最低修得単位数 
（中学校） 

最低修得単位数 
（高等学校） 

物 理 学  

◎物理学概論 
 力学演習Ⅰ 
電磁気学演習Ⅰ 

 電磁気学演習Ⅱ 
 量子力学演習Ⅰ 
 量子力学演習Ⅱ 
 熱・統計力学演習 
力学Ⅰ 
力学Ⅱ 
電磁気学Ⅰ 
電磁気学Ⅱ 
熱・統計力学Ⅰ 
物理数学 
放射線物理学 

１

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２

２

２

３ 
３

２ 
２

２ 
２ 
３ 
３

３ 

１以上 

計２０ 

１以上 

計２０ 

化 学 

◎基礎元素化学 
基礎分析化学 
基礎生物化学 

 無機化学Ⅰ 
 有機化学Ⅰ 
 物理化学Ⅰ 
 分析化学Ⅰ 
 生物化学Ⅰ 
物理化学演習 
無機化学演習 
分析化学演習 
有機化学演習 
生物化学演習 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 

１以上 １以上 

生 物 学  

◎基礎生物学 
細胞生物学Ⅰ 
遺伝学Ⅰ 
進化学Ⅰ 
生態学Ⅰ 
系統分類学 
植物生理学 
発生生物学 
細胞生物学Ⅱ 
遺伝学Ⅱ 
生態学Ⅱ 
進化学Ⅱ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
２ 
２ 
２ 
２ 

１以上 １以上 

地 学 

◎地球史科学Ⅰ 
地球物質科学Ⅰ 
物質循環科学Ⅰ 
物質循環科学Ⅱ 
固体地球科学Ⅰ 
地球物質科学Ⅱ 
地球史科学Ⅲ 
地球史科学Ⅳ 
地球物質科学Ⅲ 
地球物質科学Ⅳ 
固体地球科学Ⅲ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 

２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
２ 
３ 
３ 
３ 
３ 
３ 

１以上 １以上 
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教科及び教科の 
指導法に関する科目 

本学部開講科目 
単位

数 
開講 
年次 

最低修得単位数 
（中学校） 

最低修得単位数 
（高等学校） 

物理学実験 
（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用を含む。）  

○共通物理学実験 １ １ １以上 
 

１以上 

 

化学実験 
（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用を含む。） 

○共通化学実験 １ １ １以上 

生物学実験 
（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用を含む。） 

○共通生物学実験 １ １ １以上 

地学実験 
（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用を含む。） 

○共通地球科学実験 １ １ １以上 

各教科の指導法 
（情報機器及び教材

の活用を含む。） 

◎理科教育法 ２ ２ ２以上 

計８ 

２以上 

計４ 

○理科の教材分析 ２ ３ ２以上 

２以上 

○理科実践演習 
（物理学・化学） 

２ ２ ２以上 

○理科実践演習 
（生物学・地学） 

２ ３ ２以上 

１）◎印の講義科目は、必修科目となっているため、全て修得する必要がある。 
２）○印の実験科目は、中学校免許と高等学校免許で最低修得単位数の内訳が異なるため 
  注意すること。 
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６．「教育の基礎的理解に関する科目等」の修得について 

第２表の「大学において修得することを必要とする最低単位数」の「教育の基礎的理解に関する

科目等」の単位のうち、必修科目とその最低修得単位数は、第６表のとおりである。下表に基づき、

中学校の免許状を取得しようとする場合は３１単位（数学、共通）以上、高等学校の免許状を取得

しようとする場合は２７単位（数学、理科共通）以上を修得しなければならない。 

  

第６表 

教育の基礎的理解に 

関する科目等
 授業科目

 
単
 

位
 

数
 

開講 

年次 

免許状に必要な 

最低修得単位数 

中学校教諭 

一種免許状 

高等学校教諭 

一種免許状 

教育の基礎的理解に 

関 す る 科 目 

教 育 原 論 ２ ２ ２ ２ 

教 職 論 ２ ２ ２ ２ 

教 育 社 会 学 ２  
２ ２ 

教 育 経 営 学 ２ ２ 

発 達 心 理 学 ２  
２ ２ 

学 習 心 理 学 ２ ２ 

特 別 支 援 教 育 総 論 ２ ２ ２ ２ 

教 育 課 程 編 成 論 ２ ３ ２ ２ 

道徳、総合的な学習の 

時間等の指導法及び 

生徒指導、教育相談等

に 関 す る 科 目 

道 徳 教 育 の 理 論 と 実 践 ２ ３ ２  

総 合 的 な 学 習 の 時 間 論 ２ ３ ２ ２ 

特 別 活 動 論 ２ ３ ２ ２ 

教 育 方 法 ・ 技 術 

(情報通信技術を活用した   

教育の理論及び方法を含む。) 

２ ２ ２ ２ 

生 徒 指 導 ・ 進 路 指 導 ２ ３ ２ ２ 

教 育 相 談 ２ ３ ２ ２ 

教  育  実  習 

教育実践実習事前・事後指導 

( 中 ・ 高 ) 
１ ３・４ １ １ 

教 育 実 践 基 礎 実 習 ( 中 ) １ ３ １  

教 育 実 践 実 習 Ｂ  ３ ４ ３  

教 育 実 践 実 習 Ｃ  ２ ４  ２ 

教 職 実 践 演 習 
教  職  実  践  演  習 

（ 中 学 校 ・ 高 等 学 校 ） 
２ ４ ２ ２ 

大 学 が 独 自 に 

設 定 す る 科 目 サイエンスコミュニケーターＡ  ２ ３   

（注）１）開講期は、授業時間割表により確認すること。 

２）教科教育法は、取得しようとする免許状の教科に対応する科目を必ず修得すること。 

３）教育実践実習は、取得しようとする免許の校種により、履修する科目が異なる。 

「教育実践実習Ｂ」：中学校の免許のみ又は中学校及び高等学校の免許を取得する場合。 

「教育実践実習Ｃ」：高等学校の免許のみを取得する場合。 

４）教育実践実習の実施の詳細は、別に指示する。 

５）｢教育実践実習事前・事後指導」は、必修科目である。 

６）｢サイエンスコミュニケーターＡ」を除く教育の基礎的理解に関する科目等は、サイエンス

コミュニケータープログラム履修者のみ履修登録することができる。 

卒業要件への算入については、「Ⅳ 履修要領」の「２－２ 基盤専門教育科目の卒業要件

と履修方法」（Ｐ８）を参照すること。
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教科及び教科の 
指導法に関する科目 

本学部開講科目 
単位

数 
開講 
年次 

最低修得単位数 
（中学校） 

最低修得単位数 
（高等学校） 

物理学実験 
（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用を含む。）  

○共通物理学実験 １ １ １以上 
 

１以上 

 

化学実験 
（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用を含む。） 

○共通化学実験 １ １ １以上 

生物学実験 
（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用を含む。） 

○共通生物学実験 １ １ １以上 

地学実験 
（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ活用を含む。） 

○共通地球科学実験 １ １ １以上 

各教科の指導法 
（情報機器及び教材

の活用を含む。） 

◎理科教育法 ２ ２ ２以上 

計８ 

２以上 

計４ 

○理科の教材分析 ２ ３ ２以上 

２以上 

○理科実践演習 
（物理学・化学） 

２ ２ ２以上 

○理科実践演習 
（生物学・地学） 

２ ３ ２以上 

１）◎印の講義科目は、必修科目となっているため、全て修得する必要がある。 
２）○印の実験科目は、中学校免許と高等学校免許で最低修得単位数の内訳が異なるため 
  注意すること。 
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６．「教育の基礎的理解に関する科目等」の修得について 

第２表の「大学において修得することを必要とする最低単位数」の「教育の基礎的理解に関する

科目等」の単位のうち、必修科目とその最低修得単位数は、第６表のとおりである。下表に基づき、

中学校の免許状を取得しようとする場合は３１単位（数学、共通）以上、高等学校の免許状を取得

しようとする場合は２７単位（数学、理科共通）以上を修得しなければならない。 

  

第６表 

教育の基礎的理解に 

関する科目等
 授業科目

 
単
 

位
 

数
 

開講 

年次 

免許状に必要な 

最低修得単位数 

中学校教諭 

一種免許状 

高等学校教諭 

一種免許状 

教育の基礎的理解に 

関 す る 科 目 

教 育 原 論 ２ ２ ２ ２ 

教 職 論 ２ ２ ２ ２ 

教 育 社 会 学 ２  
２ ２ 

教 育 経 営 学 ２ ２ 

発 達 心 理 学 ２  
２ ２ 

学 習 心 理 学 ２ ２ 

特 別 支 援 教 育 総 論 ２ ２ ２ ２ 

教 育 課 程 編 成 論 ２ ３ ２ ２ 

道徳、総合的な学習の 

時間等の指導法及び 

生徒指導、教育相談等

に 関 す る 科 目 

道 徳 教 育 の 理 論 と 実 践 ２ ３ ２  

総 合 的 な 学 習 の 時 間 論 ２ ３ ２ ２ 

特 別 活 動 論 ２ ３ ２ ２ 

教 育 方 法 ・ 技 術 

(情報通信技術を活用した   

教育の理論及び方法を含む。) 

２ ２ ２ ２ 

生 徒 指 導 ・ 進 路 指 導 ２ ３ ２ ２ 

教 育 相 談 ２ ３ ２ ２ 

教  育  実  習 

教育実践実習事前・事後指導 

( 中 ・ 高 ) 
１ ３・４ １ １ 

教 育 実 践 基 礎 実 習 ( 中 ) １ ３ １  

教 育 実 践 実 習 Ｂ  ３ ４ ３  

教 育 実 践 実 習 Ｃ  ２ ４  ２ 

教 職 実 践 演 習 
教  職  実  践  演  習 

（ 中 学 校 ・ 高 等 学 校 ） 
２ ４ ２ ２ 

大 学 が 独 自 に 

設 定 す る 科 目 サイエンスコミュニケーターＡ  ２ ３   

（注）１）開講期は、授業時間割表により確認すること。 

２）教科教育法は、取得しようとする免許状の教科に対応する科目を必ず修得すること。 

３）教育実践実習は、取得しようとする免許の校種により、履修する科目が異なる。 

「教育実践実習Ｂ」：中学校の免許のみ又は中学校及び高等学校の免許を取得する場合。 

「教育実践実習Ｃ」：高等学校の免許のみを取得する場合。 

４）教育実践実習の実施の詳細は、別に指示する。 

５）｢教育実践実習事前・事後指導」は、必修科目である。 

６）｢サイエンスコミュニケーターＡ」を除く教育の基礎的理解に関する科目等は、サイエンス

コミュニケータープログラム履修者のみ履修登録することができる。 

卒業要件への算入については、「Ⅳ 履修要領」の「２－２ 基盤専門教育科目の卒業要件

と履修方法」（Ｐ８）を参照すること。
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Ⅸ 学芸員となる資格取得のための履修要領 
 

１．学芸員の職務 

学芸員は、博物館法に基づいた博物館に置くこととされている、資料の収集・保管・調査研究・

展示・教育普及活動などの専門的事項をつかさどる職員のことをいう。 

２．学芸員の資格 

学芸員となる資格は、博物館法第５条及び博物館法施行規則に規定されている。学士の学位を

有し、大学において文部科学省令に定める博物館に関する科目の単位を修得することによって得

ることができる。ただし、学芸員については、以下の要件を満たしても、免許状のようなものは

発行されない。資格の証明が必要な場合は、単位取得証明書を取得すること。 

３．単位の取得方法 
学芸員となる資格の取得に必要な科目と単位数は、博物館法施行規則第１条第１項に規定する

９科目１９単位である。それらの科目と本学部開講科目との関係は下表のとおりである。 

 
科目 

番号 
省令科目名 単位数 開講科目 単位数 

開講 

年次 
備考 

１ 生涯学習概論 ２ 生涯学習概論 ２ ２  

２ 博物館概論 ２ 博物館概論 ２ １  

３ 博物館経営論 ２ 博物館経営論 ２ ２  

４ 博物館資料論 ２ 博物館資料論 ２ ２  

５ 博物館資料保存論 ２ 博物館資料保存論 ２ ３  

６ 博物館展示論 ２ 博物館展示論 ２ ３  

７ 博物館教育論 ２ 博物館教育論 ２ ３  

８ 博物館情報・メディア論 ２ 博物館情報・メディア論 ２ ２  

９ 博物館実習 ３ 博物館実習 ３ ３ 

博物館概論２単位と、 
上記科目の科目番号 
３～８のうち１科目 
２単位以上を修得済 
みの者が履修できる。 

  １９  １９   

（注）理学部の卒業要件に対して、上記科目の単位は以下のとおりに扱う。 

１）スタンダードプログラム及びフロンティアプログラム履修者 

卒業要件とすることはできない。 

２）サイエンスコミュニケータープログラム履修者 

科目番号５，６，７，９の修得単位数を、理学専門科目の修得単位に含めることが 

できる。詳細については、「Ⅳ 履修要領」の「２－２ 基盤専門教育科目の卒業要

件と履修方法」（Ｐ８）を確認すること。 
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６－１ 教育実習の履修条件 

「教育実践基礎実習(中)」「教育実践実習Ｂ」及び「教育実践実習Ｃ」を履修するためには以下

の条件を満たさなければならない。 

（１）「教育実践基礎実習(中)」を履修するためには、前年度までに第７表に示す授業科目の中か

ら、教科教育法２単位を含む５科目１０単位以上を修得していなければならない。 

 
第７表 

 

授 業 科 目 単位数 授 業 科 目 単位数 

教 職 論 ２ 教 育 経 営 学 ２ 

教 育 原 論 ２ 教育方法・技術 ２ 

学 習 心 理 学 ２ 教 科 教 育 法 ２ 

 

（２）「教育実践実習Ｂ」を履修するためには、前年度までに「教育実践基礎実習(中)」及び「生

徒指導・進路指導」を修得していなければならない。 

（３）「教育実践実習Ｃ」を履修するためには、第７表に示す授業科目に加え、前年度までに「生徒

指導・進路指導」を修得していなければならない。 

（４）「教育実践実習Ｂ又はＣ」を履修するためには、「Ⅳ 履修要領」の「４．卒業研究の履修条

件」に示すサイエンスコミュニケータープログラムの条件を満たさなければならない。 

 

６－２ 教職実践演習の履修条件 

「教職実践演習」を履修できる者は、受講学期までに中学校又は高等学校の免許状取得に必要な

第６表の「教育実習」に示す最低修得単位数を修得しているか、受講学期に「教育実践実習Ｂ又は

Ｃ」を履修している者に限る。 

なお、「教職実践演習」の授業の中で履修カルテや教育実践実習に行った際に作成した指導案を

使用する。履修カルテについては授業開始前までに完成させること。 

 

７．「大学が独自に設定する科目」の修得について 

第２表の「大学が独自に設定する科目」とは、「教科又は教科の指導法に関する科目」又は「教

育の基礎的理解に関する科目等」から最低修得単位数を超えて修得した科目のことを指す。第４表、

第５表及び第６表に記載されている科目のうち、最低修得単位数を超えて修得した科目により、免

許状の校種ごとに必要とする単位数を満たすこと。 
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